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５　化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針

　危険性又は有害性等の調査等に関する指針公示第２号

　労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）第 28 条の２第２項の規定に基づき、化学物質等による

危険性又は有害性等の調査等に関する指針を次のとおり公表する。

　なお「化学物質等による労働者の健康障害を防止するため必要な措置に、関する指針」（平成 12 年

３月 31 日付け化学物質等による労働者の健康障害を防止するため必要な措置に関する指針公示第１

号）は、廃止する。

１　趣 旨 等

　本指針は、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）第 28 条の２第２項の規定に基づき、化学

物質、化学物質を含有する製剤その他の物で労働者の危険又は健康障害を生ずるおそれのあるもの

による危険性又は有害性等の調査（以下単に「調査」という。）を実施し、その結果に基づいて労

働者の危険又は健康障害を防止するため必要な措置が各事業場において適切かつ有効に実施される

よう、その基本的な考え方及び実施事項について定め、事業者による自主的な安全衛生活動への取

組を促進することを目的とするものである。

　なお、本指針は、「危険性又は有害性等の調査等に関する指針」（平成 18 年危険性又は有害性等

の調査等に関する指針公示第１号）の詳細事項を定めるものであるが、調査を実施し、その結果に

基づいて講ずる措置に関する基本的な考え方及び実施事項についての一覧性を確保するため、特段

の詳細事項がない事項についても、当該指針と同一の内容を重複して記載しているものである。

　また、本指針は、「労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針」( 平成 11 年労働省告示第

53 号）に定める危険性又は有害性等の調査及び実施事項の特定の具体的実施事項としても位置付

けられるものである。

２　適　　用

　本指針は、製造、取扱い、貯蔵、運搬等に係る化学物質、化学物質を含有する製剤その他の物で

労働者に危険又は健康障害を生ずるおそれのあるもの（以下単に「化学物質等」という。）による

危険性又は有害性であって、労働者の就業に係るすべてのものを対象とする。

３　実施内容

　事業者は、調査及びその結果に基づく措置（以下「調査等」という。）として、次に掲げる事項

を実施するものとする。

（1）化学物質等による危険性又は有害性の特定

（2）（1）により特定された化学物質等による危険性又は有害性によって生ずるおそれのある負傷又

は疾病の重篤度及び発生する可能性の度合（以下「リスク」という。）の見積り


